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概要： 認証評価や国立大学における法人評価では，多様な根拠資料が必要である．根

拠資料は会議資料や規則などのテキストデータ，および学生や教員の数や学生の成績，論

文数などの数値データの 2つに分類される，著者らは，九州大学における教育研究活動

を表す数値データを，学内の様々な情報源から効率的に収集し，効果的な活用を目的とし

たデータウェアハウスを構築し運用している．本稿では，データの収集およびデータウェ

アハウス構築へのプロセスを報告し，これからの展望を述べる．

1 はじめに

すべての日本の大学は，教育研究の質を保証する
ため認証評価を受審する義務がある．さらに，国立
大学法人は大学運営の説明責任を果たすために，法
人評価を受けることが義務づけられている．これら
の評価を「大学評価」と呼ぶ．大学評価は法人や教
育機関を対象とした組織評価であり，教育研究の活
動の自己点検・評価に基づいて行われる事が前提と
なっている．評価の根拠として，大学における様々
な電子化された文書や学務情報をはじめとする大学
業務データの活用が不可欠である．
しかしながら，大学の教育研究活動は多岐に渡

るため，収集には多大な人的コストが伴う．また，
学内の数々の委員会や会議の資料を保管してはいる
ものの，系統的な管理には至らず，再利用を踏まえ
た活用は大きな課題である．さらに，学生の基本情
報や成績情報，教員の研究資金や財務情報等といっ
た量的データのデータウェアハウス化も課題の一
つである．評価業務のみならず，大学における各種
組織情報の管理と活用の課題は，IR（insititutional

research，機関調査）の情報基盤をどう構築するか，
という課題としても注目されている．
本稿の執筆者らは，九州大学大学評価情報室で評

価業務の支援を行っている．その経験を踏まえ，九
州大学における認証評価と法人評価を振り返り，二
つの大学評価で必要とされた根拠資料およびデー
タの類型化を行う．ここで類型化されたデータのう
ち，数値データの重要性と収集の困難について考
察し，この課題を解決するために構築した大学情報
データウェアハウスについて述べる．最後に今後の
展望を述べる．

2 関連研究

広域的販売を手がける企業においては，売り上
げ情報の分析を経営判断に活用することは常識と

なっている．このような作業をシステム化したもの
をデータウェアハウス（DWと略記）と呼ぶ [4][5]．
DWは，業務システムから切り離したデータベース
にデータを蓄積し，データ分析するツールを提供す
る．大学の経営や運営の改善においても，大学の活
動状況を示すデータリポジトリと分析を行うツール
が必要である [15]．さらに，大学評価の局面では，
評価の観点に沿って状況を説明できるデータ項目
や，計画の進捗を説明するにたる根拠資料を評価報
告書と対応づけて分析する事が望まれる．
大学におけるデータの発生サイクルは，民間の企

業におけるそれと比較して遅い．例えば，コンビニ
エンスストア企業の販売データであれば１日ごと，
長くても１月ごとに DWへのデータ移入が行われ
る．一方，大学においては，教育であれば半年ごと，
研究成果などについては１年ごとに振り返りが行わ
れる．また，企業 DWで行う分析項目に比べ，大
学の活動状況を示す指標やデータは多岐にわたる．
よって，企業で活用されている DW技術をそのま
ま転用することは現実的ではない．
近年の日本の大学において，大学の活動情報を収

集するきっかけとなったのは，前述した大学評価の
義務化であった．大学評価業務では，自己点検・評
価を記述するだけでなく，中期計画の評価に対する
根拠資料や認証評価基準にあわせて根拠データを
集めていく膨大な作業が必要である．ここでおこ
りうる課題は，(1) 多岐にわたる様々な評価項目に
対して，根拠となる数値データを適切に管理するこ
と，(2) 異なる評価でも，同じ評価の項目について
は根拠データの整合性が維持されること，の２つで
ある．
テキストと数値データの統合して文書作成を支援

する仕組みの研究は，2000年以降の 10年間に多く
なされてきた．[1][3][7][8]．これらの研究は，情報
検索に基づくものや，構造化されたテキスト情報の



オントロジーを前提とされていることが多く，それ
に基づいて数値データを分析する手法を探索する事
が目的であった．本稿の研究目的は，多岐にわたる
評価項目に対し，データウェアハウスから数値デー
タを取り出すクエリ群を，どのように管理し効率的
に再利用するかを探求することであり，この課題は
従来の研究と異なる点である．

3 大学情報の類型

この節では，評価で重視されたデータとは何で
あったのかを振り返り，評価を軸にした大学情報の
類型化を試みる．
第１期国立大学法人評価を振り返り，評価の根拠

として活用された大学情報について，教員個人ベー
スと大学組織ベースという 2つの分類，およびテキ
ストデータと数値データという 2つの分類を組み
合わせて，代表的な事例を挙げると表 1のように
なる．

テキストデータ 数値データ

個人
ベース

受賞
特色ある取組
新聞記事など

研究業績
教育業績
外部研究資金

組織
ベース

会議資料
法規，学則
出版物

学校基本調査
学生アンケート
学務情報

表 1: 大学評価根拠データの分類と事例

また，これまでに九州大学が受けた認証評価と法
人評価において，提出した根拠データの数を分類
して示すと表 2のようになる．認証評価では機関
ごと，法人評価は学部・学府ごとに必要な項目数で
ある．

テキストデータ 数値データ

認証評価 145 50

法人評価（研究） 58 47
法人評価（教育） 12 12

表 2: 根拠データの項目数

テキストデータの蓄積については，自己点検・評
価を定期的に行いつつ評価項目の根拠資料となる文
書データを蓄積管理するシステムを構築し運用して
いる [6][10][11]．一方，数値データの項目数はテキ
ストデータと比較すると少ないが，1項目に対して
学部学府および学科専攻1の数だけ調査と集計作業
が必要なので，作業量としてはこちらのほうが膨大
なものとなる．組織の数値データ，すなわち定量的
組織情報の把握には大きなコストが要求される．
大学評価では，入学定員や現状学生数，教員数や

論文数，外部資金獲得数などの定量的組織情報が重
1九州大学は 16 研究院，17 学府，11 学部，ほかに 7 部局

からなる．

視される傾向にある．上に述べたように，組織情報
の調査には膨大な作業を伴う．仮に，この作業を各
組織に分担して行うとしても，それを新たな業務と
して位置づけることは大変難しい．大学評価は大学
に科せられた新たな義務ではある．しかし，厳しい
財政状況で人件費が削られていく中さらなる業務負
担を考慮すると，人力に頼らない効率の良い調査方
法を確立することは急務である．

4 IRの情報基盤形成

ここで，一般に機関調査の情報基盤が形成される
には，どのようなプロセスが考えられるか考察して
みる．
大学評価のような評価業務や学校基本調査 [13]の

ような法令で定められた報告業務，大学ランキング
など外部からの調査依頼への対応など，大学の活動
情報や組織情報を一元的に管理し報告する業務を機
関調査（institutional research, IR）と呼ぶ．米国
の flagship universitiesと呼ばれる大規模な大学で
は，このような業務を遂行するため，情報や統計，
教育学の専門的知識・技能を持った職員で構成され
る組織（IR office）が一般的に設置されている [9]．
日本の大学で IR組織の情報基盤が形成されるプ

ロセスとして，次の４段階が考えられる．

1. 「単純収集」大学内のそれぞれの担当部署が，
連携することなく独自に情報を調査収集する
段階．この場合，連携をしていないため調査
に重複が発生し，調査を受ける側に多大な負
担をかけることになる．

2. 「組織的収集」 IR組織を編成するか各部署
の連携を強化し，重複調査を避けながら情報
を収集する段階．この段階では，最初の段階
での問題は解決されるが，調査目的を達成し
た後のデータは，再利用のための蓄積がなさ
れない場合が多い．

3. 「効率化と再利用」DWを導入してデータの
蓄積を進めるとともに，業務システムのデー
タを活用して，教職員への調査業務自体を減
らす．効率的なデータ収集と分析が可能であ
るが，大学経営へ十分に資する分析を行うに
は大学経営をする側からのフィードバックが
必要である．

4. 「発展的分析」大学経営に資するデータ分析
を大学執行部や部局へ示し，それらのフィー
ドバックから分析手法やツールの改善を行う
段階．

海外の大学における IRの事例を取り上げ，その
実効性や日本における実現可能性を論じた先駆的な
研究として [14]や [12]がある．これらの研究では，



IRの情報基盤形成の第 4段階「発展的分析」が確
立されたことを前提とした議論である．第 3段階以
前の段階での問題点や解決方法の研究は管見の限り
見られない．今の日本の大学には，第 3段階までを
どのように形成していくかが注目すべき課題となっ
ている．次の節以降では，第 2段階から第 3段階へ
の展開について考察し，大学情報の具体的事例デー
タを紹介する．

5 大学情報データウェアハウス

2000年以降，大学においても IT化が進められた
ことにより，定量的組織情報のもとになる情報は大
学の中に潜在している．例えば，各業務担当者や教
員個人の PCの中のファイルから，学務系の成績管
理システムや人事系の給与システムなど，様々な形
の電子データとして存在している．しかし，それら
の電子データのそのままの状態では，大学の諸活動
という「現象」が見えているだけである．分析ので
きる「観測データ」として整理されていなければ活
用できない．この発想が，DWを導入する動機で
ある．
一般にDW（データウェアハウス）とは，「詳細版

と概要版を取り出すことのできる統合可能な時系列
データであり，文脈解釈ためのメタ情報を持つデー
タの集合体」[2]である．ただし，1節でも述べた
ように，民間の企業で導入されている DWと異な
り，データ項目の多様性と分析ツールの組み替え柔
軟性が不可欠である．
技術的には前段に述べた点に留意しつつ，大学内

の情報収集を進めるには，次のような段階が必要で
あろう．

1. 「状況調査」：データの在処と業務担当者の同
定，および担当組織との協力体制を構築する．

2. 「情報収集」：定期的に収集するのか，自動化
やオンラインで収集するのかを検討する．効
率と対費用効果を考慮すると，大学情報に関
しては必ずしも自動化することが良いとは限
らない．

3. 「データ再構造化」：DWの構築とデータの
正規化，コード体系の確立と管理．

4. 「ツール開発」：分析ツールやデータ活用ツー
ルを開発する際は，目的の明確化と絞り込み
が重要である．預かったデータは活用できる
形で提供元に返す．

最初の「状況調査」の行程は，大学の文脈によると
ころが大きいが，組織が大きくなればなるほど，関
係各課との信頼関係および協力体制の構築には十分
配慮する必要がある．

次の節では，九州大学における大学評価の根拠
データとされた情報で，現在データウェアハウス化
しているデータ事例を紹介する．

6 大学情報の具体事例

この節では，DWに蓄積する大学情報の具体事例
として，組織概要，教育，研究費，国際交流，人事
の 5つを紹介する．これらのデータは，従来の大学
業務の中から発生したデータであり，収集のために
新規調査を行っていない．すべて業務システムから
定期的に取得可能なデータである．

• 「学校基本調査」（組織概要）：法令で定めら
れた調査で，毎年 5月 1日現在の大学の状況
を報告する調査である．学生数，卒業後の進
路，教員数，施設の状況など．

• 「学務情報」（教育）：学籍と学生の成績情報
を管理するためのシステム．出身高校の分析
や留学生状況等を把握できる．学生アンケー
トの結果とクロスするなど，個々の学生をト
ラッキングすることが可能である．

• 「科研費申請採択データ」（研究）：研究活動
の状況を把握するには，論文情報だけでなく
競争的資金をどのように獲得しているかを分
析することが必要である．

• 「旅費システム」（国際交流）：多くの大学
で採用されている出張旅費管理システムには，
渡航先の情報が掲載されており，大学事務を
通した渡航は全て把握可能である．

• 「人事データベース」（人事）：教員データ
ベースのアカウント管理や構成員分布分析，
人件費分析に活用可能である．

どのような目的で集めるかによって，同種の情報
でも矛盾をはらむことが多い．よって，DWにデー
タを蓄積する上で注意すべきことは，データの正規
化をしっかりと行い，本質的に同じ情報を重複して
蓄積しないことである．

7 最近の展開と今後の展望

九州大学大学評価情報室では，大学情報 DWを
基軸として，九州大学における評価業務の効率化を
進めるため次の 3つのデータベースを構築し運用し
ている．

• 「教員の自己点検・評価支援」：教員の諸活
動を 62項目に分類し，個々の教員が定期的
に自己点検を行い活動を記録するデータベー
ス「大学評価情報システム」とその公開シス
テム「研究者情報」．学術情報リポジトリ等
との連携を図り学内サービスの充実化を進め



る一方，DWのデータを利用したデータ代理
入力も行って負担軽減を進めている．

• 「部局の現況調査対策」：法人評価における部
局の現況調査票作成を支援するために「大学
評価ポータル」というウェブアプリケーショ
ンを構築して運用している．根拠資料となる
テキストデータの添付とDWからの根拠デー
タの可視化を実現している．独立した評価項
目ごとに編集できるので，機関別認証評価に
おいてもこのシステムの活用が可能である．

• 「中期目標計画進捗管理」：法人評価における
中期計画の進捗管理と年度計画の自己点検を
行うデータベースを構築し運用している．根
拠資料とDWからの分析データを活用するこ
とができる．

図 3に示すように，大学情報データウェアハウス
はこれらの 3つのデータベースのバックエンドで運
用されている．個人ベースの研究者情報と組織ベー
スの大学情報，これに法人としての中期計画進捗
管理がフロントエンドで行われ，定量的組織情報は
DWでサポートしている．

図 3: 九州大学における大学評価情報基盤

大学評価の目的の一つとして，民間の企業と同じ
ように大学も PDCAサイクルを確立することが求
められている．PDCAサイクルを確立するために
は，大学の諸活動を十分にモニタリングする必要
がある．これには，学内の情報流通を効率化させ，
IRを確立し機動的に活動させることが不可欠であ
ろう．IRの活動が確立すれば，PDCAサイクルの
確立に資することになる．このサイクルは，PDCA

サイクル促進のメタサイクルと言えるだろう．
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